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令和元年度 建設業構造実態調査の調査結果について 

 

 

 

 
 

 １．目的 

建設業の基本的な産業構造及びその中長期的変化を的確に把握することにより、建設業の構造改善

に向けた施策の企画・立案に当たっての基礎資料を得ることを目的として実施したものである。 
 

 ２．調査対象企業及びその抽出方法 

調査対象企業は、建設業法第３条の規定により、建設業の許可を受けている企業（約４７万社）か

ら抽出した１２，２８６社の個人及び法人 
 

 ３．調査基準日 

   平成３１年３月３１日 
 

 ４．調査票の回収状況 

  (１)有効回収数 ６，７８５社 

   (２)有効回収率   ５５．２％ 
 

 ５．集計方法 

   ① 有効回収６，７８５社のうち、兼業比率が２０％を超える企業（５８４社）については集計の

対象外とし、残りの計６，２０１社を集計対象とした。 

 ② 集計企業を業種別及び経営組織・資本金階層別に分類。 

   ③ ②の集計結果を「建設工事施工統計調査」から求めた建設業専業企業数（推定約１８万社）を

推定母集団として復元を行い、当該復元値を集計値とした。 
 

 ６．調査項目 

   前回調査との継続性について留意し、一方でその時々の建設業をめぐる諸状況を考慮しながら建設

業の基本的構造の的確な把握・分析を行うため、次の８分野について調査を実施した。 

①基本的事項 ②営業活動 ③取引関係 ④経営管理 ⑤従業者 ⑥建設機械・設備  

⑦組織化・事業の共同化 ⑧経営革新・事業の再構築 
 

７．調査結果の主なポイント：別紙参照 

 

 建設業構造実態調査は、建設業を取り巻く環境の変化等も踏まえ、建設業の基本的な産業構造及びそ

の中長期的変化を的確に把握することにより、建設業の構造改善に向けた施策の企画・立案に当たって

の基礎資料を得ることを目的としており、５年に１度実施しております。この度、調査結果をとりまと

めましたので公表いたします。 

【問い合わせ先】 

不動産・建設経済局建設市場整備課 渡邉、若穂囲
わ か ほ い

 

ＴＥＬ：03-5253-8111 (内線 24814、24844) 

    03-5253-8282（夜間直通） 

ＦＡＸ：03-5253-1555 



調査結果の主なポイント 

 

○営業活動 

 ・直近の営業年度における 1 社あたりの平均完工高（海外完工高、兼業完工高を含まない）は、5 億

3,930 万円となっている。 

 ・1 社あたりの平均経常利益額は 3,730 万円となっており、全体的に増加している。また、経常赤字

となっている企業数が前回調査から 4.6 ポイント減少しており、建設業の経営状況が改善されてい

ることがうかがえる。 

 ・総資本経常利益率（経常利益額÷総資本額）は、全体で 7.0％と前回調査に比べ 6.5 ポイント増加

している。 

 ・売上高経常利益率（経常利益額÷売上高（国内・海外完成工事高＋兼業売上高））は、全体で 6.4％

と前回調査に比べ 3.2 ポイント増加している。 

 

○取引関係 

 ・工事代金については、工事施工後の現金受取が 65.3％と最も高い比率となっており、次いで工事施

工中の現金受取が 17.9％、工事施工後の手形受取が 7.2％となっている。 

 ・手形期間については、91日～120 日が 49.2％、90日以下が 40.9％となっている。 

 ・下請工事を受注した際の元請企業との契約締結方法については、基本契約書があり注文書と請書を

交換するが 25.7％と最も高く、次いで工事ごとの契約書が 23.0％、注文書と請書のみの交換が

22.7％で、書面を取り交わす契約は 3 項目合計 71.4％で前回調査より 1.5 ポイント増加となってい

る。 

 

○従業者 

 ・1社あたりの平均従業者数は 13.8 人で前回調査から 0.3 人増加している。 

 ・常雇等の雇用者数が 1～10 人の企業が全体の 69.1％、11～30 人の企業が全体の 23.9％となってお

り、両者をあわすと全体の 93.0％が 30人以下の企業となっている。 

 ・雇用者のうち女性の占める比率は、1 社平均 16.9％であり、前回調査より 0.3 ポイント増加してお

り、従業者区分別（事務・営業等、有給役員・個人事業主、技術系職員、現場労働者）のうち、現

場労働者は横ばい、現場労働者を除くすべての区分で女性比率は増加している。 

 ・現場労働者への賃金支払い形態については以下の通りとなっている。 

   職長  月払い一定額 61.5%、月払い日給月給 21.3% 

   現場労働者  月払い一定額 42.1％、月払い日給月給 37.3％ 

   臨時・日雇  月払い一定額 15.6％、月払い日給月給 54.7％ 

 ・保険の加入状況については、医療保険加入ありが全体の 89.5％で前回調査より 1.9 ポイント増加（加

入なし 1.6%、適用除外 8.9％）、年金保険加入ありが全体の 90.5％で前回調査より 2.8 ポイント増

加（加入なし 1.9％、適用除外 7.6％）、雇用保険加入ありが全体の 83.4％で前回調査より 0.3 ポイ

ント増加（加入なし 2.9％、適用除外 13.8％）となっている。 

 

 

別紙 


